
第２回さいたま市犯罪被害者等支援条例（仮称）制定懇話会 

次  第 

 

日 時：令和２年８月７日（金） 

午後１時３０分から 

場 所：さいたま市役所 

2 階特別会議室 

 

 

１ 開  会 

 

２ あいさつ（市民生活部長） 

 

３ 議  題 

（１）第 1 回懇話会のご意見に対する回答について 

（２）さいたま市犯罪被害者等支援条例（仮称）の制定について 

 

４ そ の 他 

 

５ 閉  会   



第２回さいたま市犯罪被害者等支援条例（仮称）制定懇話会 席次

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

傍 聴 席
出
入
口

事

務

局

事

務

局

横山座⾧

荒井委員

新井委員

竹山委員悳委員

佐々木委員

佐藤委員



（１）第 1 回懇話会のご意見に対する回答 

   客観的に被害事実を確認する方法 

   要綱の様式を定めているところは、それを提出することで、文書又は電話等で回答を

もらっています。また、要綱の様式等がない場合、電話照会により被害届の有無を確

認しているが、客観的な確認としてはいずれも被害届の提出の有無としているため、

警察へ被害の届出がないと支援の対象とはしていません。 

   市内居住者が国外・県外で犯罪被害に遭った場合の対応 

   県外で犯罪被害に遭った場合は、市内と同様に客観的な事実の認定はできますが、国

外の場合、犯罪被害に遭った事実を客観的に認定することが、困難であることから支

給対象から外す方向で検討しています。 

  ③市外居住者への情報提供について 

警察や県援助センターから市外居住者の犯罪被害者に関する情報が入ることはある 

が、積極的な情報収集は行っていない。 

情報があれば、他市町村等の行政への連絡は県援助センターから各市町村の総合的 

対応窓口等に連絡はしている。 

電話や窓口等に訪れた場合も簡単な相談やわかる範囲での情報提供は行っている。 

  ④総合的対応窓口への専門職員の設置について 

   現在、専門職員の配置に向けて調整しています。 

  ⑤専門的な窓口を区役所に設置することについて 

   各区役所に専門職員を配置することは、人事の配置及び管理・監督の面から現況では

配置できませんが、当課配属の専門職員を区役所に派遣し、対応することも考えられ

ますが、現況では厳しく、本庁のみの対応を考えております。 

  ⑥税金の支払いに関する猶予について 

   税金の支払いに関して、個々の事情で対応方法が異なるので、条例や要綱で統一した

見解を示すことは極めて困難ですが、市税対象の案件がある場合、税務部局と相談員

が連携し対応する方向で調整します。 

  ⑦条例・要綱の見直しについて 

   条例を頻繁に改正することなく運用できるよう、犯罪被害者等の支援に関する基本

理念、市・市 等及び事業者の責務、犯罪被害者等の 援の基本となる事項を定めま

す。要綱で、日常生活支援等の詳細な事項を定めることにより、新たな支援策の追加

など、その他必要な事項は市 局 が別に定める 向で検討しており、弾 的な運 

ができることから、明確な年数の表示はしない方向で考えています。 

  ⑧生活保護受給者の場合の支援について 

   見舞金・保険適用外の医療費（差額ベッド代・カウンセリグ料）・一時避難費用（ホ 

テル代など）・転居費用・家賃補助・教育費用などの支援については、償還払いを前 

提条件として、収入認定除外を適用できる方向で所管課と調整を進めています。 
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  ⑨緊急一時避難や転居について 

   一時避難が可能な住居を確保するためには、早急に入居できる体制の整備や費用負

担などの課題もあり、ホテル等の一時滞在費用の一部を助成する支援策の方向で検

討します。 

  ⑩市営住宅の空家情報の提供について 

   早急に市営住宅の空家情報が入手できるよう所管課と調整します。 

  ⑪カウンセリング費用の上限金額の導入について 

   本市では、 期的な 援策として、カウンセリング費 の助成を考えていますが、犯

罪被害者にとってどちらの用途が有効なものであるかも含めてさらに検討します。 

 



犯罪被害者等支援条例比較表

さいたま市（たたき台） 大阪市 横浜市 名古屋市

（ 定義）

第２条 この条例において， 次の各号に掲げる用語の意義は， そ

れぞれ当該各号に定めるところによる。

( 1 ) 犯罪等 犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行

為をいう。

( 2 ) 犯罪被害者等 犯罪等により害を被った者及びその家族又は

遺族をいう。

( 3 ) 関係機関等 国， 県， 警察その他の関係機関， 犯罪被害者

の支援に関係する者をいう。

( 4 ) 事業者 次に揚げる者その他の事業を行う者をいう。

ア 放送機関， 新聞社， 通信社その他の報道機関（ 次号におい

て「報道機関」という。）

イ 犯罪被害者等を雇用する者

( 5 ) 二次的被害 犯罪等により直接害を被るもののほか， 次に揚

げる事由その他の事情により犯罪被害者等が正当な理由なく被

る経済的な損失， 精神的な苦痛， 心身の不調， プライバシーの

侵害その他の犯罪等に関する二次的な害をいう。

ア うわさを立てられること。

イ 人々から中傷されること。

ウ 報道機関から取材を受けること。

エ 報道されること。

オ 転居を余儀なくされること。

目的

(目的）

 この条例は、犯罪被害者等基本法（平成１

６年法律第１６１号。以下「法」とい

う。）に基づき、犯罪被害者等の支援に関

し、基本理念を定め、さいたま市（以下

務を明らかにするとともに、犯罪被害者等

の支援の基本となる事項を定めることによ

り、当該支援のための施策を推進すること

により、犯罪被害者等の権利利益の保護並

びに被害の軽減及び回復を図り、もって市

与することを目的とする。

（目的）

第１条 この条例は、 本市における犯罪被

害者等の支援に関し、基本理念を定め、本

とともに、犯罪被害者等の支援に関する施

策の基本となる事項を定めることにより、

当該施策を総合的かつ計画的に推進し、

もって犯罪被害者等の 権利利益の保護並び

に被害の軽減及び回復を図るとともに、市

現に寄与することを目的とする。

（目的）

第１条 この条例は、犯罪被害者等基本法（平

成16年法律第161号。以下「法」という。）の

趣旨にのっとり、犯罪被害者等の支援等に関

し、基本理念を定め、並びに横浜市（以下

明らかにするとともに、犯罪被害者等の支援の

基本となる事項を定め、当該支援のための施策

を推進することにより、犯罪被害者等の権利利

益の保護並びに被害の軽減及び回復を図り、

社会の実現に寄与することを目的とする。

（目的）

第 1条 この条例は、犯罪被害者等基本法（平成

16年法律第161号。以下「法」という。）に基づ

き、犯罪被害者等の支援に関し、基本理念を定

ともに、市の施策の基本となる事項を定めること

により、犯罪被害者等が必要とする施策を総合的

に推進し、及び犯罪被害者等の心に寄り添い、犯

全で安心して暮らせる地域社会の実現に寄与する

ことを目的とする。

（目的）

第１条 この条例は， 本市における犯罪被害者等の支援

責務を明らかにするとともに， 犯罪被害者等を支援して

いくための施策に係る基本的事項を定めることにより，

犯罪被害者等が受けた被害の回復及び軽減に向けた施策

を総合的に推進し， 及び犯罪被害者等の心に寄り添い，

に安心して住み続けることができる互いに支え合う地域

社会の実現に寄与することを目的とする。

定義

（定義）

 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義

は、当該各号に定めるところによる。

(1) 犯罪等 犯罪及びこれに準ずる心身に有害な

影響を及ぼす行為をいう。

(2) 犯罪被害者等 犯罪等により害を被った者で

市内に住所を有するもの及びその家族又は遺族を

いう。

間の団体をいう。

(4) 関係機関等 国、埼玉県、警察、犯罪被害者

犯罪被害者等の支援に関係する者をいう。

いう。

(6) 事業者 市内において事業活動を行う事業者

及び犯罪被害者等を雇用する者をいう。

(7) 二次被害 犯罪等による直接的な被害を受け

た後に、犯罪被害者等が受ける経済的な損失、精

神的な苦痛、心身の不調、プライバシーの侵害等

の被害をいう。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。

  犯罪等 犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影

響を及ぼす行為をいう。

  犯罪被害者等 犯罪等により害を被った者及び

その家族又は遺族をいう。

 

の団体をいう。

  関係機関等 国、 大阪府、警察、犯罪被害者

の犯罪被害者等の支援に関係する者をいう 。

  二次被害 犯罪等による直接的な被害を受けた

後に、周囲の者の無理解又は配慮に欠ける言動、

インターネットを通じて行われる 誹謗中傷、報道

機関による過剰な取材等により、犯罪被害者等が

受ける精神的な苦痛、身体の不調、 日常生活及び

社会生活 の平穏の侵害、経済的な損失その他の被

害をいう。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。

(1) 犯罪等 法第２条第１項に規定する犯罪等をいう。

(2) 犯罪被害者等 犯罪等により害を被った者で市内に

住所を有するもの及びその家族又は遺族その他これら

体をいう。

(4) 関係機関等 国、神奈川県、警察、犯罪被害者等の

害者等の支援に関係する者をいう。

する者又は市内で活動を行う団体をいう。

(6) 事業者 市内において犯罪被害者等を雇用する者そ

の他の市内で事業活動を行う者をいう。

(7) 二次被害 犯罪等による直接的な被害以外の犯罪被

害者等が被る経済的な損失、精神的な苦痛、心身の不

調、プライバシーの侵害等をいう。

(8) 再被害 犯罪被害者等が当該犯罪等の加害者等から

再び受ける生命、身体、財産等の被害をいう。

（定義）

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意

義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(1) 犯罪等 法第2条第1項に規定する犯罪等をいう。

(2) 犯罪被害者等 法第2条第2項に規定する犯罪被害者

等をいう。

(3) 二次的被害 犯罪等による直接的な被害以外の犯罪被

害者等が被る経済的な損失、精神的な苦痛、心身の不

調、プライバシーの侵害等をいう。

1
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犯罪被害者等支援条例比較表

さいたま市（たたき台） 大阪市 横浜市 名古屋市

かれている状況及び支援の必要性等についての理解

を深め、犯罪被害者等を地域社会で孤立させないよ

うに努めるものとする。また、市が実施する犯罪被

害者等のための施策に協力するよう努めるものとす

る。

が置かれている状況及び犯罪被害者等を地域で支え

合うことの必要性についての理解を深め、二次被害

が生じることのないよう十分に配慮するとともに、

本市が実施する犯罪被害者等支援施策に協力するよ

う努めなければならない。

かれている状況及び支援の必要性についての理解を深め、

犯罪被害者等を地域社会で孤立させないように努めるとと

もに、市がこの条例に基づき実施する犯罪被害者等のため

の施策に協力するよう努めるものとする。

れている状況及び犯罪被害者等の支援の必要性について理

解を深め、犯罪被害者等の心情を尊重し、地域社会で孤立

させないよう努めなければならない。

に協力するよう努めなければならない。

る状況についての理解及び犯罪被害者等を地域で支え合うことの重

要性についての理解を深めるとともに， 二次的被害が生じることの

ないよう十分に配慮するよう努めなければならない。

よう努めなければならない。

（ 市の責務及び支援）

第４条 市は， 基本理念にのっとり， 関係機関等と連携し， 第１ 条

の目的を確実に達成するため， 次に掲げる施策を実施しなければな

らない。

( 1 ) 犯罪等の被害（ 二次的被害を含む。以下この条及び第８ 条に

おいて同じ。）による経済的負担の軽減を図るため， 犯罪被害者等

に対し， 一時的な生活資金の支給その他の必要な支援を行うこと。

( 2 ) 犯罪等の被害により， 従前の住居に居住することが困難となっ

た犯罪被害者等に対し， 一時的な住居の提供その他の必要な支援を

行うこと。

( 3 ) 犯罪被害者等のうち犯罪等の被害によりその心身に悪影響を受

けるおそれがある子どもに対し， 学習の支援その他の必要な支援を

行うこと。

( 4 ) 犯罪被被害者等の雇用の安定及び確保を図るため， 必要な支援

を行うこと。

２ 市は、犯罪被害者等の支援に当たっては， 各種行政手続等におい

て窓口の一元化を図るなどプライバシーの保護に努めるとともに，

二次的被害が生じることのないよう犯罪被害者等の個人情報の適正

な取扱いに最大限配慮しなければならない。

３ 第１項各号に掲げる施策を受けるための要件， 手続その他必要な

基本理念

（基本理念）

 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等の個人として

の尊厳が重んじられ、その尊厳にふさわしい処遇を

保障される権利が尊重されるよう、配慮して行われ

るものとする。

2 犯罪被害者等の支援は、被害の状況及び原因、犯

罪被害者等が置かれている状況その他の事情に応じ

て適切に行われるものとする。

3 犯罪被害者等の支援は、平穏な生活を再び営むこ

とができるよう必要な支援を途切れなく行うととも

に、二次被害の防止に配慮するものとする。

及び事業者が相互に連携し、及び協力して推進する

ものとする。

（基本理念）

第３条 本市における犯罪被害者等の支援は、次に

掲げる理念（以下「基本理念」という。）にのっと

り、推進されなければならない。

  犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等の個人とし

ての尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい処遇

を保障される権利が尊重されることを旨として行われ

るべきものであること

  犯罪被害者等の支援は、 犯罪被害者等が犯罪等に

より受けた被害の状況及び原因、二次被害の有無 等

の犯罪被害者等が置かれている状況その他の事情に

応じ 、 適切に行われるべきものであること

  犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等が被害を受

けたときから再び平穏な生活を営むことができるよ

うになるまでの間 、必要な支援が途切れることなく

行われるべきものであること

  

及び事業者が相互に連携し、及び協力して推進される

べきものであること

（基本理念）

第３条 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等の人としての

尊厳が重んじられるよう、配慮して行われるものとする。

２ 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等が置かれている状

業者が相互に連携し、及び協力して推進するとともに、犯

罪被害者等が再び平穏な生活を営むことができるよう、と

ぎれることなく行われるものとする。

名誉又は生活の平穏を害しないようにするとともに、二次

被害及び再被害の防止に配慮するものとする。

（基本理念）

第 3 条 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等の人としての

尊厳が重んじられるよう配慮して行われなければならな

い。

2 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等が被害を受けたと

きから再び平穏な生活を営むことができるようになるまで

の間、犯罪被害者等が受けた被害の状況及び原因、犯罪被

害者等が置かれている状況その他の事情に応じて、適切に

途切れることなく行われなければならない。

又は生活の平穏を害することとならないようにするととも

に、二次的被害の防止に最大限の配慮をしなければならな

い。

（基本理念）

第３条 犯罪被害者等の支援は， 犯罪被害者等の被る心身の苦痛，

生活上の不利益その他の害の軽減及び回復に資するものであって，

次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。

( 1 ) 犯罪被害者等が被害を受けたときから再び平穏な生活を営むこ

とができるようになるまでの間， 犯罪被害者等が受けた被害の状況

及び原因， 犯罪被害者等が置かれている状況その他の事情に応じ

て， 適切に途切れることなく行われること。

( 2 ) 犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏を害することのないよう行

われること。

ら得た教訓並びにこれらの被災者又は被害者への支援活動から得た

経験及び知識を生かし，相互に連携し， 及び協力して推進すること

本市の責務

（市の責務）

 市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」

という。）にのっとり、関係機関等との適切な役割

分担を踏まえて、犯罪被害者等のための施策を策定

し、及び実施するものとする。また、その施策が円

滑に実施されるよう、関係機関等と連携し、協力す

るものとする。

（本市の責務）

第４条 本市は、基本理念にのっとり、関係機関等

との適切な役割分担を踏まえ、犯罪被害者等の支援

に関する施策（以下「犯罪被害者等支援施策」とい

う。を総合的に策定し、及び実施しなければならな

い。

（市の責務）

第４条 市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」

という。）にのっとり、関係機関等との役割分担を踏まえ

て、犯罪被害者等の支援のための施策を策定し、及び実施

するものとする。

（市の責務）

第 4 条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」と

いう。）にのっとり、関係機関との適切な役割分担を踏ま

えて、犯罪被害者等の支援並びに支援を行う人材の確保及

び育成を図るため、必要な施策を策定し、及び実施しなけ

ればならない。

2 市は、犯罪被害者等の支援が円滑に実施されるよう、関

係機関等と連携し及び協力しなければならない。

2



犯罪被害者等支援条例比較表

さいたま市（たたき台） 大阪市 横浜市 名古屋市

被害発生の初

期段階におけ

る支援

ー

（被害発生の初期段階における支援）

第７条 本市は、次条第２項の 規定により設置

した 窓口において、 重大な犯罪等の被害を受

ものの連絡を受けたとは、当該犯罪被害者等に

対し、当該被害からの早期の回復を図るため、

速やかに本市が実施する犯罪被害者等支援施策

に係る情報の提供その他必要な支援を行うもの

とする。

ー ー ー

相談及び情報

の提供等

（相談及び情報の提供等）

 市は、犯罪被害書等が日常生活及び社会生活を

円滑に営むことができるよう、犯罪等により被

害に遭ったことにより直面している様々な問題

について相談に応じ、必要な情報の提供及び助

言並びに関係機関等との連絡調整を行うものと

する。

2 市は、犯罪被害者等の支援に関する相談や

必要な情報の提供及び助言を総合的に行うため

の窓口を設置するものとする。

（相談及び情報の提供等）

第８条 本市は、犯罪被害者等が日常生活及び

社会生活を円滑に営むことができるようにする

ため、犯罪被害者等が直面している様々な問題

について相談に応じるとともに、必要な情報の

提供及び助言を行うものとする。

２ 本市は、犯罪被害者等の支援に関する相談

に応じるとともに、必要な情報の提供及び助言

を総合的に行うための窓口を設置するものとす

る。

（相談、情報の提供等）

第８条 市は、犯罪被害者等が日常生活又は社会生活

を円滑に営むことができるよう、犯罪等により害を

被ったことにより直面している様々な問題について

相談に応じ、必要な情報の提供及び助言並びに関係

機関等との連絡調整を行うものとする。

（相談及び情報の提供等）

第 7 条 市は、犯罪被害者等が日常生活又は社会生活

を円滑に営むことができるようにするため、犯罪被

害者等が直面している問題について相談に応じ、関係

機関との連絡調整を図るとともに、必要な情報の提

供及び助言を行うものとする。

2 市は、犯罪被害者等の支援に関する相談を総合的に

行うための窓口を設置するとともに、当該窓口に専

ら支援を行う者を置くものとする。

（ 相談及び情報の提供等）

第７ 条 市は， 犯罪被害者等が直面している各般の問題につ

いて， 相談に応じ，必要な情報提供及び助言を行うととも

に， 関係機関等との連絡及び調整を行うものとする。

２ 市は， 犯罪被害者等の支援に関する相談を総合的に行う窓

口を設置するものとする。

事業者の責務

（事業者の責務）

 事業者は、基本理念にのっとり、犯罪被害

者等が置かれている状況及び支援の必要性

についての理解を深め、犯罪被害者等の就

労及び勤務、その被害に係わる刑事等に関

する手続きに適切に関与することができる

ように、必要な各種手続等について十分に

配慮するように努めるものとする。

（事業者の責務）

第６条  事業者は、基本理念にのっとり、

犯罪被害者等が置かれている状況及び犯罪

被害者等を支援することの必要性について

の理解を深め、二次被害が生じることのな

いよう十分に配慮するとともに、 本市が実

施する犯罪被害者等支援施策に協力するよ

う努めなければならない。

２ 事業者は、基本理念にのっとり、その雇

用する者が犯罪被害者等になったときは、

当該犯罪被害者等がその被害に係る刑事に

関する手続に適切に関与することができる

よう、その勤務に十分な配慮をするよう努

めなければならない。

（事業者の責務）

第６条 事業者は、基本理念にのっとり、犯罪被

害者等が置かれている状況及び支援の必要性に

ついての理解を深め、犯罪被害者等の就労その

他その犯罪等による被害に関し事業者に求めら

れる各種手続等についても十分に配慮するよう

努めるものとする。

（事業者の責務）

第 6 条 事業者は、基本理念にのっとり、犯罪被

害者等がその被害に係る刑事等に関する手続に適

切に関与することができるように、その就労及び

勤務について、十分に配慮するよう努めなければ

ならない。

2 事業者は、市が実施する犯罪被害者等の支援に

関する施策に協力するよう努めなければならな

い。

（ 事業者の責務）

第６条 事業者は， 基本理念にのっとり， 犯罪被害者等

が置かれている状況についての理解及び犯罪被害者等を

支援することの重要性についての理解を深めるととも

に， 二次的被害が生じることのないよう十分に配慮する

よう努めなければならない。

２ 事業者は， 犯罪被害者等がその被害に係る刑事に関

する手続に適切に関与することができるように， その就

労及び勤務について， 十分に配慮するよう努めなければ

ならない。
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犯罪被害者等支援条例比較表

さいたま市（たたき台） 大阪市 横浜市 名古屋市

心理的外傷か

らの回復に向

けた支援

ー

（心理的外傷からの回復に向けた支援）

第10条 本市は、犯罪被害者等が 犯罪等により受けた

心理的外傷から早期に回復することができるように

が必要と認めるものに対し、医療費の助成その他必

要な支援を行うものとする。

ー ー

（ 精神的被害からの回復に向けた支援）

第８条 市は， 犯罪等の被害を受けたことにより発生した精神的被害

から犯罪被害者等が早期に回復し日常生活を円滑に営むことができ

るよう， 関係機関等と連携し， 及び必要な施策を行うものとする。

居住の安定に

向けた支援
ー

（居住の安定に向けた支援）

第11条 本市は、犯罪等により従前の住居に居住する

ことが困難となった犯罪被害者等の居住の安定を図

のに対し大阪市営住宅条例（平成９年大阪市条例第

39 号）第２条第１号に規定する市営住宅への入居に

おける優先的な選考その他必要な支援を行うものと

する 。

ー ー ー

雇用の安定に

向けた施策
ー

（雇用の安定に向けた施策）

第12条 本市は、犯罪被害者等の雇用の安定を図るた

め、犯罪等により就業が困難となった 犯罪被害者等

が置かれている状況について事業者の理解を深める

ための措置その他必要な施策を講ずるものとする 。

ー ー ー

（ 市の責務及び支援）※再掲

第４条 市は， 基本理念にのっとり， 関係機関等と連携し， 第１ 条

の目的を確実に達成するため， 次に掲げる施策を実施しなければな

らない。

( 1 ) 犯罪等の被害（ 二次的被害を含む。以下この条及び第８ 条に

おいて同じ。）による経済的負担の軽減を図るため， 犯罪被害者等

に対し， 一時的な生活資金の支給その他の必要な支援を行うこと。

( 2 ) 犯罪等の被害により， 従前の住居に居住することが困難となっ

た犯罪被害者等に対し， 一時的な住居の提供その他の必要な支援を

行うこと。

( 3 ) 犯罪被害者等のうち犯罪等の被害によりその心身に悪影響を受

けるおそれがある子どもに対し， 学習の支援その他の必要な支援を

行うこと。

( 4 ) 犯罪被被害者等の雇用の安定及び確保を図るため， 必要な支援

を行うこと。

２ 市は、犯罪被害者等の支援に当たっては， 各種行政手続等におい

て窓口の一元化を図るなどプライバシーの保護に努めるとともに，

二次的被害が生じることのないよう犯罪被害者等の個人情報の適正

な取扱いに最大限配慮しなければならない。

３ 第１項各号に掲げる施策を受けるための要件， 手続その他必要な

見舞金の支給

及び日常生活

の支援

（見舞金の支給及び日常生活等の支援）

 市は、犯罪被害者等が日常生活又は社会生活を円滑

に営むことができるよう、次に掲げる施策を行うも

のとする。

(1)  犯罪等に起因する経済的負担の軽減を図るた

め、見舞金の支給を行うこと。

(2) 犯罪等の被害により日常生活を営むことが困難

となった場合に、日常の家事に係る支援その他必要

な支援を行うこと。

(3) 犯罪等により受けた精神的な被害が早期に軽減

し、又は回復することができるよう必要な支援を行

うこと。

(4) 犯罪等の被害により従前の住居に居住すること

が困難となった場合に、転居に要する費用の助成そ

の他必要な支援を行うこと。

(5) 犯罪被害者等の雇用の安定を図るため、関係機

関等と連携して、犯罪被害者等が置かれている状況

について事業者の理解を深めるための措置その他必

要な施策を行うこと。

（見舞金の支給及び日常生活の支援）

第９条 本市は、犯罪被害者等が 重大な犯罪等によ

り受けた精神的又は身体的な苦痛を慰藉するため、

要と認めるものに対し、見舞金の支給を行うものと

する。

２ 本市は、犯罪被害者等が 日常生活を 円滑に営む

ことができるようにするため、犯罪等により日常生

必要と認めるものに対し、日常の家事に係る支援そ

の他必要な支援を行うものとする。

（日常生活等の支援）

第９条 市は、犯罪被害者等が日常生活又は社会生活を円滑

に営むことができるよう、次に掲げる施策を行うものとす

る。

(1) 犯罪等の被害により日常生活を営むための家事等の支

援を要する場合に、適切なサービスが提供されるよう必要

な支援を行うこと。

(2) 犯罪等の被害により従前の住居に居住することが困難

となった場合に、転居に要する費用の助成その他必要な支

援を行うこと。

(3) 犯罪等に起因する経済的負担の軽減を図るため、一時

的な生活資金の助成その他必要な支援を行うこと。

(4) 犯罪等により受けた精神的な被害が早期に軽減し、又

は回復することができるよう必要な支援を行うこと。

(5) 犯罪被害者等の雇用の安定を図るため、関係機関等と

連携して、犯罪被害者等が置かれている状況について事業

者の理解を増進するための措置その他必要な支援を行うこ

と。

（経済的負担の軽減等）

第8条 市は、犯罪被害者等が犯罪等により受けた被害に係

る経済的負担の軽減を図るため、支援金の支給等必要な施

策を講ずるものとする。

2 市は、犯罪等の被害を受けたことにより日常生活を営む

ことが困難な犯罪被害者等に対して、家事等を行う者の派

遣等必要な施策を講ずるものとする

3 市は、犯罪等の被害を受けたことにより従前の住居に居

住することが困難となった犯罪被害者等の居住の安定を図

るため、一時的な住居の提供等必要な施策を講ずるものと

する。
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犯罪被害者等支援条例比較表

さいたま市（たたき台） 大阪市 横浜市 名古屋市

者の理解の増

進

 市は、犯罪被害者等が置かれている状況、二次被

害の可能性その他の犯罪被害者等に対する支援の必

め、広報、啓発その他必要な施策を講ずるものとす

る。

第13条 本市は、犯罪被害者等が置かれている状況、

二次被害の可能性その他の犯罪被害者等に対する支

ため、広報、啓発その他必要な施策を講ずるものと

する。

第14条 市は、犯罪被害者等が地域社会で孤立しないよう

にするため、犯罪被害者等が置かれている状況並びに二次

めるよう、啓発活動その他必要な措置を講ずるものとす

る。

（広報及び啓発）

る状況、二次的被害の発生の防止の重要性その他犯罪被害

者等の支援に関する事項について理解を深めることができ

るよう、広報及び啓発を行うものとする。

（広報及び啓発）

第10条 市は， 犯罪被害者等が置かれている状況， 二次的被害の発

生の防止の重要性その他犯罪被害者等の支援に関する事項につい

とする。

体等及び関係機関等と連携して，自他の人命，人々が共に生きる絆

及び規範意識の大切さに関する啓発を行い， 防犯に関する知識を普

及させ， 及び犯罪被害者等の支援活動に携わる人材を育成するよう

に努めるものとする。

人材の育成

（人材の育成）

 市は、犯罪被害者等の支援の充実を図るため、犯

罪被害者等の支援を行う人材を育成するための研修

その他必要な施策を講じるものとする。

（人材の育成）

第14条 本市は、地域社会における犯罪被害者等の支

援の充実を図るため、相談、助言その他の犯罪被害

者等の支援を行う人材を育成するための研修の実施

その他必要な施策を講ずるものとする。

（人材の育成）

第12条 市は、犯罪被害者等の支援の充実を図るため、犯

罪被害者等の支援を行う人材の育成に関する研修の実施そ

の他必要な措置を講ずるものとする。

（人材の育成）

第11条 市は、犯罪被害者等の支援の充実を図るため、相

談、助言その他の犯罪被害者等の支援を行う人材を育成す

るための研修等必要な施策を講ずるものとする。 ー

への支援

間支援団体に対し情報の提供その他必要な支援を行

うものとする。 者等支援施策に係る 情報の提供その他必要な支援を

行うものとする。

が果たす役割の重要性に鑑み、その活動の促進を図るた

め、情報の提供その他必要な支援を行うものとする。
ー

第９条 市は， 犯罪被害者等の支援に関する専門的な知識及び経験を

の活動の促進を図るため， 必要な支援を行うものとする。

意見の反映

 （意見の反映）

 市は、市が実施する犯罪被害者等支援施策につい

映するよう努めるものとする。

（意見の反映）

第16条 本市は、本市が実施する犯罪被害者等支援施

意見を反映するよう努めるものとする。
ー

（意見の反映）

第12条 市は、犯罪被害者等の支援に当たっては、犯罪被害

る意見、要望等を把握し、市の施策に反映させるよう努め

るものとする。 ー

支援の制限

（支援の制限）

 市は、犯罪被害者等の支援を行うことが社会通念

上適切ではないと認められる場合は、犯罪被害者等

の支援を行わないことができる。

（支援の制限）

第17条 本市は、犯罪被害者等の支援を行うことが社

会通念上適切でないと認められるときは、犯罪被害

者等の支援を行わないことができる。

（支援を行わないことができる場合）

第15条 市は、犯罪被害者等が犯罪等を誘発した場合その

他の犯罪被害者等の支援を行うことが社会通念上適切でな

いと認められる場合は、犯罪被害者等の支援を行わないこ

とができる。

（支援を行わないことができる場合）

第13条 市は、犯罪被害者等が犯罪等を誘発したときその他

犯罪被害者等の支援を行うことが社会通念上適切でないと

認められるときは、犯罪被害者等の支援を行わないことが

できる。

（ 犯罪被害者等の支援を行わない場合）

第11条 市は， 次に掲げる場合には， 犯罪被害者等の支援を行わな

いものとする。

( 1 ) 犯罪被害者等が犯罪等を誘発した場合

( 2 ) 前号に掲げるもののほか， 犯罪被害者等の支援を行うことが社

会通念上適切でないと認められる場合
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犯罪被害者等支援条例比較表

さいたま市（たたき台） 大阪市 横浜市 名古屋市

施行の細目 ー

（施行の細目）

第18条 この条例の施行に関し必要な事項は、市規則

で定める。
ー ー ー

総合的対応窓

口の設置
ー ー

（総合支援窓口の設置）

第７条 市は、この条例に規定する支援を総合的に実施する

ための窓口を設置し、必要な識見を有する職員を置くもの

とする。
ー ー

市内に住所を

有しない犯罪

等による被害

者への支援

ー ー

（市内に住所を有しない犯罪等による被害者への支援）

第10条 市は、市内に住所を有しない者が市内で発生した

犯罪等により害を被った場合には、その者が住所を有する

地方公共団体と連携し、及び協力して、第８条に規定する

支援を行うものとする。 ー ー

総合的支援体

制の整備
ー ー

（総合的支援体制の整備）

第11条 市は、関係機関等と連携し、及び協力して、犯罪被

害者等の支援を円滑に行うことができるよう、総合的な支

援体制を整備するものとする。 ー ー

委任

（委任）

 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に

ー

（委任）

第16条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に

（委任）

る。
ー
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犯罪被害者等支援対象者比較表
大阪市 横浜市 名古屋市 神戸市 札幌市

対象者

見舞金、支援金

○遺族見舞金
犯罪等により死亡した市民の遺族
○重傷病見舞金（以下のどちらか）
診断により１ヶ月以上（過失は３ヶ月以
上）の療養、かつ３日以上の入院
１ヶ月以上の療養、かつ、その症状の程
度が３日以上労務に服することができな
い程度である精神疾患を負った被害者
○性犯罪被害見舞金
性犯罪の被害に遭った市民

〇遺族見舞金
犯罪被害者である市民の遺族配偶者、
子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹
〇重傷病見舞金
犯罪により重傷病を負った犯罪被害者で
犯罪発生時に市民のもの
被害者の配偶者、被害者の二親等以内の
親族
〇性犯罪被害者見舞金
性犯罪被害者で発生時に市民であった者

〇死亡
犯罪行為が行われたときに市内に住所
を有する者の、配偶者、子、父母、
孫、祖父母及び兄弟姉妹
〇重傷病等
犯罪行為により重傷病等を受けた者
で、当該犯罪行為が行われたときに市
内に住所を有する者。

○遺族支援金
死亡した犯罪被害者である市民の遺族
で、配偶者又は子、父母、孫、祖父母及
び兄弟姉妹
〇重傷病支援金
犯罪行為により重傷病を負った犯罪被害
者で、当該犯罪発生時に市民であった
者。

〇遺族支援金
配偶者等及び犯罪被害者の子、父
母、孫、祖父母及び兄弟姉妹
〇重傷病支援金
犯罪行為で重傷病を負った者
〇性犯罪被害見舞金
性犯罪を受けた者

カウンセリング料

〇以下(1)又は(2)に該当する遺族
(1)犯罪等により死亡した市民の配偶者
(2)犯罪等により死亡した市民及びその配
偶者の二親等以内の親族
〇以下(3)又は(4)の被害を受けた者及び
被害を受けた者の親族
(3)犯罪等による傷害若しくは疫病（１か
月以上、過失の犯罪は３か月以上）また
は、性犯罪、逮捕若しくは監禁又は略取
若しくは誘拐に係る犯罪等による被害
(4)危険運転致死罪その他交通事故による
死亡または全治３か月以上の傷害

委託事業として実施

〇犯罪行為が行われたときに市内に住
所を有している被害者の配偶者及び二
親等以内の血族
〇犯罪被害を受けた者の配偶者及び犯
罪被害を受けた者の二親等以内の血族

―

〇犯罪被害者の遺族
〇犯罪行為により重傷病を負った者
若しくは性犯罪を受けた者又はこれ
らの者の家族

差額ベット代 ― ― ― ― ―

転居費用

〇犯罪等により死亡した市民の配偶者
○犯罪等により死亡した市民及びその配
偶者の二親等以内の親族
〇以下(1)及び(2)の被害を受けた者及び
被害を受けた者
(1)犯罪等による傷害若しくは疫病また
は、性犯罪、逮捕若しくは監禁又は略取
若しくは誘拐に係る犯罪等による被害
(2)危険運転致死罪その他交通事故による
死亡または全治３か月以上の傷害

〇死亡した犯罪被害者である遺族で犯罪
の発生時に同居していたもの
〇犯罪により重傷病を負った犯罪被害者
で、当該犯罪発生時に市民であったもの
〇放火によって住居が滅失又は著しく損
壊したため居住することができなくなっ
たもので、死亡や重傷病に該当せず市民
だったもの。
〇その他市⾧が必要と認める者。

―

〇従前の住居又はその付近で犯罪行為が
行われたために精神的に住居に居住し続
けることが困難となった者
〇住居が滅失又は著しく損壊したために
居住することができなくなった者
〇二次的被害を受けた者
〇緊急転居費の助成後に転居先で二次的
被害により再び転居が必要になった者
〇以下のどれかに該当する者
(1)死亡した犯罪被害者の遺族
(2)被害者の遺族であり同居していた者
(3)重傷病を負った犯罪被害者

〇死亡した犯罪被害者と同居してい
た遺族
〇犯罪行為により重傷病を負った者
又は性犯罪を受けた者
〇市⾧が必要と認める者

家賃補助 ― ― ― 同上

〇犯罪行為により死亡した犯罪被害
者と同居していた遺族
〇犯罪行為により重傷病を負った者
又は性犯罪を受けた者
〇市⾧が必要と認める者

一時避難費 ― ― ―

〇死亡した犯罪被害者である市民の遺族
で犯罪発生時に同居していたもの
〇重傷病を負った犯罪被害者である市民
〇重傷病を負った犯罪被害者である市民
の配偶者又は扶養義務者であり、犯罪発
生時に同居し助成に係る期間において同
居しているもの。

―

ホームヘルプ費用 ―

〇遺族配偶者及び二親等以内の遺族で、
助成の申請を行う段階で市民の者
〇犯罪で重傷病等を受けた者又は性犯罪
被害を受けた者で申請段階で市民のも
の。
〇犯罪により重傷病等を受けた者又は性
犯罪被害を受けた者の配偶者及び二親等
以内の親族で申請段階で市民の者

〇市内に住所を有するもので、死亡し
た者の配偶者及び死亡した者の二親等
以内の血族
〇重傷病等を受けた者で、犯罪行為が
行われた時及びホームヘルプサービス
の実施時に市内に住所を有する者。
〇重傷病等を受けた時に市内に住所を
有する者で犯罪行為を受けた者の配偶
者及び二親等以内の血族

〇犯罪被害者である市民の遺族で犯罪発
生時に被害者と同居していた者
〇重傷病を負った犯罪被害者である市民
〇重傷病を負った犯罪被害者である市民
の配偶者

〇犯罪被害者の遺族
〇犯罪行為により重傷病を負った者
若しくは性犯罪を受けた者又はこれ
らの者の家族

一時保育費用 同上
〇遺族の配偶者及び二親等以内の遺族
で、助成の申請を行う段階で市民の者
〇犯罪被害者の就学前の子を監護する者

―

〇死亡した犯罪被害者である市民の遺族
で犯罪発生時に同居していたもの
〇重傷病を負った犯罪被害者である市民
〇重傷病を負った犯罪被害者である市民
の配偶者又は扶養義務者であり、犯罪発
生時に同居し助成に係る期間において同
居しているもの。

〇犯罪被害者の遺族
〇犯罪行為により重傷病を負った者
若しくは性犯罪を受けた者又はこれ
らの者の家族

教育関係費 ― ― ―

〇死亡した犯罪被害者である市民の遺族
で犯罪発生時に同居していたもの
〇重傷病を負った犯罪被害者である市民
〇重傷病を負った犯罪被害者である市民
の配偶者又は扶養義務者であり、犯罪発
生時に同居し助成に係る期間において同
居しているもの。
〇犯罪被害者の学齢期の就学中の子を監
護する者

―
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犯罪被害者等支援対象要件比較表
大阪市 横浜市 名古屋市 神戸市 札幌市

対象要件など

見舞金・支援金

〇被害届を警察に提出することが困難であると
認められる場合を除き、被害届が受理されてい
る者に限る。
〇過失犯については、被害に対して公的な補償
が受けられない場合。

〇被害届を警察に提出することが困難であ
ると認められる場合を除き、被害届が受理
されているものに限る
〇平成３０年１２月２５日以降に発生した
犯罪被害を対象。

〇犯罪被害が客観的に確認できること
〇支援金の申請日から６か月以内に支出す
ることとなると認められる費用の額を控除
した額が２００万円に満たない者であるこ
と。
〇犯罪被害が自動車損害賠償責任保険又は
自動車損害賠償責任共済の保険金支払い対
象にならないこと。

特段の記載なし
〇犯罪被害を警察への被害届等により客観
的に確認できること。

カウンセリング料

○被害届を警察に提出することが困難であると
認められる場合を除き、被害届が受理されてい
る者に限る
○申請時点で市民である遺族
○被害者で、犯罪時及び申請時において市民で
あること
○被害者(市民）の親族であって、申請時にお
いて市民であること

委託事業として実施

〇犯罪被害が客観的に確認できること。
〇自立支援医療（精神通院医療）等、他の
制度によって医療費の自己負担分の減額又
は免除を受けていないこと。

―

〇公認心理士、臨床心理士その他これらと
同等の資格を有するカウンセラーにより行
われたもの
〇医療機関で医師による診療を受けている
ときはカウンセリングの利用許可を得なけ
ればならない。
〇犯罪行為が客観的に確認できること
〇心理的外傷その他深刻な精神的不調が、
犯罪行為に起因して生じていること
〇医療機関又はカウンセリング事業所等で
カウンセリングを受ける時において市民で
あること。

差額ベット代 ― ― ― ― ―

転居費用

○警察への照会等により犯罪等の被害が客観的
に確認できるもの
○従前の住居又はその付近において当該犯罪が
行われたために精神的に当該住居に居住するこ
とが困難となった場合
○二次被害又は再被害を受けた場合又は受ける
恐れがある場合
○犯罪等の被害により収入が減少するなど生計
維持が困難となった場合

○従前の住居又はその付近において当該犯
罪が行われたために精神的に当該住居に居
住することが困難となった場合
〇犯罪により住居が滅失し又は著しく損壊
したために精神的に当該住居に居住し続け
るのが困難となった場合。
○二次被害又は再被害を受けた場合又は受
ける恐れがある場合
〇転居の助成を受けた後に転居先で二次被
害又は再被害を受ける恐れがある場合
〇平成３０年１２月２５日以降に発生した
犯罪被害を対象。

― 同上

〇犯罪被害を警察への被害届等により客観
的に確認できること
〇従前の住居又はその付近において犯罪行
為が行われたことその他の犯罪行為により
従前の住居に居住し続けることが困難な事
情があったと認められること

家賃補助 ― ― ― 同上

〇犯罪被害を警察への被害届等により客観
的に確認できること
〇従前の住居又はその付近で犯罪行為が行
われたことその他の犯罪行為により従前の
住居に居住し続けることが困難な事情が
あったと認められることにより、従前の住
居から転居したこと
〇従前の住居が、居住するために借り受
け、家賃の支払いが必要となる物件ではな
かったこと。
〇新たな住居が親族等が所有する物件では
ないこと。
〇新たな住居が本市の区域内に所在するも
のであること。

一時避難費 ― ― ― 同上 ―

ホームヘルプ費用 ―

〇警察への照会等で客観的に確認できるこ
と
〇平成３０年１２月２５日以降に発生した
犯罪被害を対象。

○犯罪被害が警察への照会等に確認できる
こと

同上

〇犯罪被害を警察への被害届等により客観
的に確認できること。
〇犯罪被害を受けたことにより、犯罪被害
者等が家事又は介護等を行うことに支障が
生じていること
〇家事又は介護等に関するサービスを利用
する時において市民であること。

一時保育費用
○犯罪等の被害が警察への照会等により客観的
に確認できるもの

〇児童福祉法施行規則第36条の33に規定
された届出を行っている保護施設又は事業
所を利用した場合に限る。
〇平成３０年１２月２５日以降に発生した
犯罪被害を対象。

― 同上

〇犯罪被害を警察への被害届等により客観
的に確認できること
〇犯罪被害を受けたことにより、犯罪被害
者等がその監護している小学校就学の始期
に達するまでの者を家庭において保育すこ
とに支障が生じていること
〇一時保育を利用する時において市民であ
ること

教育関係費 ― ― ― 同上 ―
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犯罪被害者等支援支給対象外比較表
大阪市 横浜市 名古屋市 神戸市 札幌市

支給対象外

見舞金・支援金

○加害者との間に親族関係がある場合。
○責めに帰すべき行為がある場合
○暴力団密接関係者の場合
○犯罪を容認、見舞金を支給することが社
会通念上適切でない場合
○自動車損害賠償保障法その他の法令によ
る給付等が支払われる場合

○犯罪を誘発した場合
〇暴力団員等である
○社会通念上適切でないと認められる
場合

○犯罪被害を受けた者又は、配偶者や血族
などの第１順位遺族と加害者に親族関係が
あり、犯罪行為が行われていた時に同居し
ていた場合。
〇責めに帰すべき行為があった場合。
〇暴力団員であった場合。
〇社会通念上適切でないと認められる場
合。

〇犯罪被害者又は第１順位遺族と加害
者との間に親族関係があるとき
〇責めに帰すべき行為があった場合
〇住民基本台帳法により記録されてい
ないものであって、神戸市で受ける生
活資金と同種の生活資金を受けられる
とき
〇市⾧が認めるとき

〇犯罪被害者又は支援金等の支給を受
ける者と加害者の愛大に親族関係が
あったとき。
〇責めに帰すべき行為があったとき
〇暴力団員及び暴力団密接関係者
〇社会通念上適切でないと認められる
場合

カウンセリング料

○加害者との間に親族関係がある場合。
○責めに帰すべき行為がある場合
○暴力団密接関係者の場合
○犯罪を容認、見舞金を支給することが社
会通念上適切でない場合

委託事業として実施

○被害者又は遺族と、加害者との間に親族
関係があり、同居していたとき。
○被害者又は遺族が暴力団員であったとき
○支援金を給付することが社会通念上適切
でないと認められるとき
○自立支援医療等、他の制度によって医療
費の減免を受けているとき

― 同上

差額ベット代 ― ― ー ― ―

転居費用 同上

〇過失による被害を除く
○責めに帰すべき行為があった場合
○過失による被害で被害者に重大な過
失があった場合
〇暴力団員等であった場合
〇社会通念上適切でないと市⾧が認め
た場合

ー 同上 同上

家賃補助 ― ― ー 同上 同上

一時避難費 ― ― ー 同上 ―

ホームヘルプ費用 ―

○責めに帰すべき行為があった場合
○過失による被害で被害者に重大な過
失があった場合
〇暴力団員等であった場合
〇社会通念上適切でないと市⾧が認め
た場合

○犯罪被害を受けた者と加害者との間に親
族関係があり同居していた場合。
〇責めに帰すべき行為があった場合
〇暴力団員であった場合
〇社会通念上適切でないと認められる場合

同上 同上

一時保育費用 同上 同上 ー 同上 同上

教育関係費 ― ― ー 同上 ―
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犯罪被害者等支援金額比較表
大阪市 横浜市 名古屋市 神戸市 札幌市

金額

見舞金
〇遺族見舞金 ３００，０００円
〇重傷病見舞金 １００，０００円
〇性犯罪被害見舞金 １００，０００円

〇遺族見舞金 ３００，０００円
〇重傷病見舞金 １００，０００円
〇性犯罪被害見舞金 ５０，０００円

○死亡 ３００，０００円
○重傷病等 １００，０００円

〇遺族支援金 ５００，０００円
〇重傷病支援金１５０，０００円

〇遺族支援金 ３００，０００円
〇重傷病支援金 １００，０００円
〇性犯罪被害支援金 １００，０００円

カウンセリング料

〇健康保険適用後の医療に係る自己負担額
及び自立支援医療制度を利用した後の自己
負担額の全額
〇１回当たり５，０００円を限度、１事件
につき２４回まで

委託事業として実施

〇精神医療に係わる自己負担額の２
分の１及び自立支援医療（精神通院
医療）の申請に係る診断書文書料の
２分の１とし、予算の犯罪内で支給

―
〇実費額、利用１回当たり１０，０００円
を上限
〇１人あたり１年につき１２回まで

差額ベット代 ― ― ― ― ―

転居費用

〇転居に係る運送費用及び荷造り等のサー
ビスに係る費用
〇１事件につき２００，０００円を限度と
し、１回まで

〇一事件に対して１回まで２００，００
０円
〇転居先で二次被害又は再被害で再び転
居が必要になった場合のみ２回まで

―
〇１事件につき２回まで
〇１回あたり１８０，０００円を限
度

〇実費額、２００，０００円を一事件に１
回まで

家賃補助 ― ― ―

〇費用の２分の１とし、１月あたり
３０，０００円を限度
〇助成期間は１年以内
〇一事件につき１回まで

〇１月あたり３０，０００円を上限
〇犯罪行為が行われた日の属する月の翌月
の初日から起算して１年を経過するまで

一時避難費 ― ― ―
〇最大７泊まで。
〇１人１泊あたり７，０００円を限
度

―

ホームヘルプ費用 ―

〇ホームヘルプ利用費用の９割を助成。
生活保護世帯、住民税非課税世帯につい
ては１０割助成
〇１時間当たり４，０００円を上限

〇サービス提供の為、金額無

〇実費の２分の１で１時間あたり
３，０００円を限度
〇１時間を単位として２５時間以内
まで

〇実費額、３０分あたり１，５００円を上
限
〇７２時間まで

一時保育費用
〇一時保育の利用に係る費用の全額を対象
〇１回あたり３，０００円を限度、１事件
につき１０回まで

〇一時保育の費用の９割を助成。
生活保護世帯、住民税非課税世帯につい
ては１０割助成
〇１回当たり２，５００円として利用し
た児童の数だけ

―
〇実費の２分の１で１日あたり３，
０００円を限度。
〇５日以内

〇利用１日当たり３，０００円に子どもの
人数を乗じた数
〇１０日まで

教育関係費 ― ― ―
〇費用の２分の１とし、子１人当り
５０，０００円を限度

―
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犯罪被害者等支援申請期間比較表
大阪市 横浜市 名古屋市 神戸市 札幌市

申請期間

見舞金

○犯罪等の被害を知った日から２年を経
過したとき、又は当該死亡、重傷病、性
犯罪の被害が発生した日から７年を経過
したときは申請できない
○令和２年４月１日以降に発生した犯罪
被害を対象。

〇犯罪が行われた時から１年を経過した
ときは、申請できない。
〇申請期間内に申請しなかったことにつ
いて、やむを得ない理由があると市⾧が
認めるときはこの限りではない。

〇犯罪行為が行われた時から、１年を
経過したときは申請することができな
い。

○平成２５年７月１９日から施行し、平
成２５年４月１日以後に発生した犯罪被
害を対象。

〇犯罪行為が行われた日から起算し
て１年を超えない期間

カウンセリング料 〇初診日から３年 委託事業として実施

〇犯罪行為が行為が行われた、平成３
０年４月１日から平成３４年３月３１
日までの間かつ初診日から３０日以内
で最終受診日から１年を経過すると申
請できない。

―
〇犯罪行為が行われた日から起算し
て３年を超えない期間

差額ベット代 ― ― ― ― ―

転居費用 〇犯罪等が行われた時から１年

〇犯罪が行われた時から１年を経過した
ときは、申請できない。
〇申請期間内に申請しなかったことにつ
いて、やむを得ない理由があると市⾧が
認めるときはこの限りではない。

― 同上
〇犯罪行為が行われた日から起算し
て１年を超えない期間

家賃補助 ― ― ― 同上 同上

一時避難費 ― ― ― 同上 ―

ホームヘルプ費用 ― 同上
〇犯罪行為が行われた時から１年を経
過したときは申請できない。

同上 同上

一時保育費用 同上 同上 ― 同上 同上

教育関係費 ― ― ― 同上 ―
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他市確認事項

Ａ市 Ｂ市 Ｃ市 Ｄ市

〇見舞金等を支給する場合や犯罪被害者等と

して支援する場合、虚偽も考えられるので、

犯罪被害の客観性をどのように担保している

か。

様式に「被害者及び申請者は、犯罪を誘発す

るような行為その他、責めに帰すべき行為は

行っていません。」にチェック項目があり、

被害届の受理番号を元に警察へ照会し、罪種

などに違いがないことで客観性を担保してい

る。

様式に「被害者及び申請者は、犯罪を誘発す

るような行為その他、責めに帰すべき行為は

行っていません。」とのチェック項目があ

り、これに基づいて警察へ事実関係を照会

し、客観性を担保している。

客観性については、警察への届出があるかな

どで判断している。

警察への届出の事実確認と病院からの診断書

などで客観的に判断している。

〇特に性犯罪被害の取扱いをどのように捉え

ているのか。警察に被害届を出したくない人

の場合、警察の相談記録など、どの程度の記

録があれば支援の対象にしているか。

・被害届を警察に提出することが困難な場合

は、死亡や入院など物理的に届出ができない

場合を想定している。

・性犯罪であっても警察への届出を必要とし

ている。

・被害届を警察に提出することが困難な場合

は、死亡や入院など物理的に届出ができない

場合を想定している。

・性犯罪であっても、警察への届出を必要と

している。

・警察への届出を必要している。

・性犯罪等も同様の扱いとしている。

・警察への届出を必要としている。

・性犯罪等も同様の扱いとしている。

か。

〇被害者の住所地に条例が無い場合どのよう

な対応を想定しているか。

〇市外の人への支援は行わないのか。

〇緊急避難・専門相談の対応については、犯

罪の程度を問わないということでよいか。

〇見舞金や助成金の額を設定した根拠は。 他市の状況を参考に決定した。 他市の状況を参考に決定した。 他市の状況を参考に決定した。 他市の状況を参考に決定した。

〇見舞金で事実上の婚姻関係や養子縁組は具

体的には。また、同居は要件となっている

か。

・事実上の婚姻関係は、パートナーシップ証

る場合などを想定している。

・事実上の養子縁組については、事例が出れ

ば個々に判断する。

・事実上の婚姻関係は、パートナーシップ証

明制度をなど公的証明を受けている者や、生

計など総合的に内縁の妻と判断できるもの。

・事実上の養子縁組も総合的に判断できれば

だが、具体的な想定については回答が難し

い。

なっているだけでは不十分で、総合的に判断

している。

・事実上の養子縁組は、現時点で想定は難し

い。

の妻となっていることや、電気・水道代など

生計を同一にしていることなどで客観的に判

断している。

・Ｄ市はパートナーシップ制度が無い。

・事実上の養子縁組については想定していな

い。

県警や被害者支援センターから情報提供を受けることがある。

被害者支援センターから、各県の被害者支援センターや該当の市町村の窓口へ連絡をすることがあるが、被害者が何の支援を求めるかによって対応が異なる。

・市外の人へは相談・情報提供を行っている。

緊急避難・専門相談については、犯罪被害にあったことが確認できれば支援している。

1
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他市確認事項

Ａ市 Ｂ市 Ｃ市 Ｄ市

〇生活保護者の見舞金等の支援に係る費用は

収入認定されるのか。

条例や要綱制定前に生活保護担当との協議で

は収入とはしていない。

生活保護担当課の判断。 生活保護担当課の判断。 生活保護担当課の判断。

〇精神医療費用助成で、カウンセリングのよ

うな保険適用外の場合、助成対象外か。

保険対象外のカウンセリングなどは助成の対

象外としている。

保険対象外のカウンセリングなどは助成の対

象外としている。

〇精神医療費の申請で、初診日から３年以内

とあるが、事件発生から初診日までの期限は

あるか。

〇令和元年度の相談件数は。 公表不可。 公表不可。 公表不可。 公表不可。

〇国外（日本の法律が及ばない場所）や飛行

機・船（日本の法律が及ぶ）での犯罪被害の

取扱い。

国外や飛行機・船舶だからといって、一律給

付対象がとはしていない。

国外だからといって、一律給付対象外とはし

ていない。

現時点では想定していない。 ・日本国内と国外でも日本船舶・航空機内の

犯罪被害も対象としている。

・完全な国外は対象外としている。
〇交通事故の取扱い。 ・単なる交通事故は対象外で、無保険であっ

ても政府保障事業を案内している。

・危険運転致死傷罪については、支給対象と

なることがある。

原則対象外としている。自賠責などが無保険

であっても、政府保障事業を案内している。

自賠責保険・自賠責共済からの保険金支払い

対象外であれば、支給対象となることがあ

る。

要綱に定める犯罪行為に、該当するものであ

れば対象としている。

〇令和元年度・２年度の予算額とその内訳。 公表不可。 公表不可。 公表不可。 公表不可。

初診日の期限は特に無く、事件から何年経っていても申請可能である。
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さいたま市犯罪被害者等支援条例（たたき台） 

 

 （目的） 

この条例は、犯罪被害者等基本法（平成１６年法律第１６１号。以下「法」 

という。）に基づき、犯罪被害者等の支援に関し、基本理念を定め、さいたま市（以

下「市」という。）、市民等及び事業者の責務を明らかにするとともに、犯罪被害者

等の支援の基本となる事項を定めることにより、当該支援のための施策を推進する

ことにより、犯罪被害者等の権利利益の保護並びに被害の軽減及び回復を図り、も

って市民が安心して暮らせる地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ 

ろによる。 

(1) 犯罪等 犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為をいう。 

(2) 犯罪被害者等 犯罪等により害を被った者で市内に住所を有するもの及び 

その家族又は遺族をいう。 

(3) 民間支援団体 犯罪被害者等の支援を行う民間の団体をいう。 

(4) 関係機関等 国、埼玉県、警察、犯罪被害者等の支援を行う公共的団体、民 

間支援団体その他犯罪被害者等の支援に関係する者をいう。 

(5) 市民等 市内に住所を有する者、勤務する者、在学する者又は市内で市民活 

動を行う団体をいう。 

(6) 事業者 市内において事業活動を行う事業者及び犯罪被害者等を雇用する 

者をいう。 

(7) 二次被害 犯罪等による直接的な被害を受けた後に、犯罪被害者等が受け 

る経済的な損失、精神的な苦痛、心身の不調、プライバシーの侵害等の被害を  

いう。 

（基本理念） 

犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等の個人としての尊厳が重んじられ、その尊

厳にふさわしい処遇を保障される権利が尊重されるよう、配慮して行われるものと

する。 

2 犯罪被害者等の支援は、被害の状況及び原因、犯罪被害者等が置かれている状況 

その他の事情に応じて適切に行われるものとする。 

3 犯罪被害者等の支援は、平穏な生活を再び営むことができるよう必要な支援を途 

切れなく行うとともに、二次被害の防止に配慮するものとする。 

4 犯罪被害者等の支援は、市、関係機関等、市民等及び事業者が相互に連携し、及 

び協力して推進するものとする。 

 （市の責務） 

市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、関 

係機関等との適切な役割分担を踏まえて、犯罪被害者等のための施策を策定し、及

び実施するものとする。また、その施策が円滑に実施されるよう、関係機関等と連

携し、協力するものとする。 

 （市民等の責務） 
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市民等は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等の置かれている状況及び支援 

の必要性等についての理解を深め、犯罪被害者等を地域社会で孤立させないように

努めるものとする。また、市が実施する犯罪被害者等のための施策に協力するよう

努めるものとする。 

  （事業者の責務） 

事業者は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている状況及び支援 

の必要性についての理解を深め、犯罪被害者等の就労及び勤務、その被害に係わる

刑事等に関する手続きに適切に関与することができるように、必要な各種手続等に

ついて十分に配慮するように努めるものとする。 

  （相談及び情報の提供等） 

市は、犯罪被害書等が日常生活及び社会生活を円滑に営むことができるよう、 

犯罪等により被害に遭ったことにより直面している様々な問題について相談に応

じ、必要な情報の提供及び助言並びに関係機関等との連絡調整を行うものとする。 

2 市は、犯罪被害者等の支援に関する相談や必要な情報の提供及び助言を総合的に 

行うための窓口を設置するものとする。 

  （見舞金の支給及び日常生活等の支援） 

市は、犯罪被害者等が日常生活又は社会生活を円滑に営むことができるよう、 

次に掲げる施策を行うものとする。 

(1)   犯罪等に起因する経済的負担の軽減を図るため、見舞金の支給を行うこと。 

(2)  犯罪等の被害により日常生活を営むことが困難となった場合に、日常の家事 

に係る支援その他必要な支援を行うこと。 

(3)  犯罪等により受けた精神的な被害が早期に軽減し、又は回復することができ 

るよう必要な支援を行うこと。 

(4)  犯罪等の被害により従前の住居に居住することが困難となった場合に、転居 

に要する費用の助成その他必要な支援を行うこと。 

(5)  犯罪被害者等の雇用の安定を図るため、関係機関等と連携して、犯罪被害者 

等が置かれている状況について事業者の理解を深めるための措置その他必要

な施策を行うこと。 

 （人材の育成） 

 市は、犯罪被害者等の支援の充実を図るため、犯罪被害者等の支援を行う 

人材を育成するための研修その他必要な施策を講じるものとする。 

 （民間支援団体への支援） 

 市は、民間支援団体の活動の促進を図るため、民間支援団体に対し情報 

の提供その他必要な支援を行うものとする。 

  （市民等及び事業者への啓発活動等） 

 市は、犯罪被害者等が置かれている状況、二次被害の可能性その他の犯 

罪被害者等に対する支援の必要性について市民等及び事業者の理解を深めるた

め、広報、啓発その他必要な施策を講ずるものとする。 

  （意見の反映） 

 市は、市が実施する犯罪被害者等支援施策について、犯罪被害者等や有 

識者及び市民からの意見を反映するよう努めるものとする。 



  （支援の制限） 

 市は、犯罪被害者等の支援を行うことが社会通念上適切ではないと認め 

られる場合は、犯罪被害者等の支援を行わないことができる。 

  （委任） 

 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市 

長が定める。 

  附 則 

この条例は、令和●年●月●日から施行する。 



横山作成案 

 

（目的） 

第１条 この条例は、犯罪被害者等基本法に基づき、犯罪被害者等の支援に関し、基本理念

を定め、市・市民及び事業者の責務を明らかにするとともに、市の施策の基本とな

る事項を定めることにより、犯罪被害者等が必要とする施策を総合的かつ計画的に

推進し、及び犯罪被害者等の心に寄り添い、犯罪被害者等の権利利益を保護並びに

被害の軽減及び回復を図るとともに、市民が安全で安心して暮らせる地域社会の実

現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるこ

とによる。 

（１） 犯罪等 犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為をいう。 

（２） 犯罪被害者等 犯罪等により害を被った者及びその家族又は遺族をいう。 

（３） 民間支援団体 犯罪被害者等の支援を行う民間の団体をいう。 

（４） 関係機関等 国、埼玉県、警察その他の関係機関、犯罪被害者等の支援を行

う公共団体及び民間の団体その他犯罪被害者等の支援に関係する者をいう。 

（５） 市民等  市内に住所を有し、勤務をし、若しくは在学する者又は市内で活

動を行う個人及び団体をいう。 

（６） 事業者 市内において犯罪被害者等を雇用する者その他の市内で事業活動

を行う個人又は法人その他の団体をいう。 

（７） 二次被害 犯罪等による直接的な被害を受けた後に、周囲の人々のうわさ若

しくは中傷又はマスメディアの過度な取材・報道等により犯罪被害者等が正

当な理由なく被る、経済的な損失、精神的な苦痛、心身の不調、プライバシ

ーの侵害その他の犯罪等に関する二次的な害をいう。 

（基本理念） 

第３条 １ 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等の個人としての尊厳が重んぜられ、その

尊厳にふさわしい処遇を保障される権利が尊重されることを旨として行われなけ

ればならない。 

２ 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等が被害を受けたときから再び平穏な生活

を営むことができるようになるまでの間、犯罪被害者等が受けた被害の状況及び

原因、犯罪被害者等が置かれている状況その他の事情に応じて、適切に途切れる

ことなく行わなければならない。 

３ 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏を害したり、二次被

害を生じさせたりすることのないよう行われるとともに、犯罪被害者等の支援に

関する個人情報の適正な取扱いの確保に最大限配慮して行わなければならない。 

資料６



４ 犯罪被害者等の支援は、その犯罪等の種類や性質に鑑み、犯罪被害者等のプライ

バシーや心理状態に特段の配慮をするなど、適切に行わなければならない。 

５ 市、市民、事業者及び関係機関は、相互に連携し、及び協力して犯罪被害者等支

援を推進しなければならない。 

 

（市の責務) 

第４条 １ 市は、基本理念にのっとり、関係機関との適切な役割分担を踏まえて、犯罪

被害者等の支援並びに支援を行う人材の確保及び育成を図るため、必要な施

策を策定し、及び実施しなければならない 

    ２ 市は、犯罪被害者等の支援が円滑になされるよう、関係機関等の連携及び協

力しなければならない。 

（市民等の責務） 

第５条 １ 市民は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている状況及び犯罪被害

者等の支援の必要性について理解を深め、犯罪被害者等の心情を尊重するとと

もに、二次被害が生じることのないよう十分に配慮し、地域社会で孤立させな

いよう努めなければならない。 

２ 市民は、市が実施する犯罪被害者等の支援に関する施策に協力するよう努め

なければならない。 

（事業者の責務） 

第６条 １ 事業者は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている状況及び犯罪

被害者等の支援の必要性について理解を深め、犯罪被害者等の心情を尊重する

とともに、二次被害が生じることのないよう十分に配慮するとともに、市が実

施する犯罪被害者等の支援に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

    ２ 事業者は、その雇用する者が犯罪被害者等になったときは、事件後に必要な

各種手続等について、十分配慮するよう努めなければならない。 

３ 事業者は、その雇用する者が犯罪被害者等になったときは、当該犯罪被害者

等がその被害に係わる刑事に関する手続に適切に関与することができるように、

その就労及び勤務について、十分配慮するよう努めなければならない。 

（相談及び情報の提供等） 

第７条 １ 市は、犯罪被害者等が日常生活及び社会生活を円滑に営むことができるよう

にするため、犯罪被害者等が直面している様々な問題について相談に応じ、必

要な情報提供及び助言を行うとともに、関係機関等との連絡及び調整を行う。 

    ２ 市は、犯罪被害者等の支援に関する相談、情報の提供を総合的に行う窓口を

設置し、窓口に専ら支援を行う者を置く 

（経済的負担の軽減） 

第８条  市は、犯罪被害者等が受けた被害による経済的負担の軽減を図るため、見舞金



の給付その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（日常生活の支援） 

第９条 市は、犯罪被害者等が日常生活を円滑に営むことができるようにするため、犯罪

等により日常生活を営むことに支障がある犯罪被害者に対し、家事、一時保育に要

する費用、教育関係に要する費用の補助その他の日常生活を営むために必要な施

策を講ずるものとする。 

（安全の確保に向けた支援） 

第１０条 市は、犯罪被害者等が更なる犯罪等の被害を受け取ることを防止し、その安全

を確保するため、一時保護、防犯対策に要する費用の補助、犯罪被害者等に係わ

る個人情報の適切な取扱いの確保その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（居住の安定に向けた支援） 

第１１条 市は、犯罪等により従前の住居に居住することが困難となった場合、転居に要

する費用の助成、一時的な住居の提供、市営住宅への優先入居その他の必要な施

策を行うものとする。 

（雇用の安定に向けた支援） 

第１２条 市は、犯罪被害者等の雇用の安定を図るため、関係機関等と連携して、犯罪被

害者等が置かれている状況について事業者の理解を含める等必要な施策を行うも

のとする。 

（精神的被害からの回復に向けた支援） 

第１３条 市は、犯罪等の被害を受けたことにより発生した精神的な被害が早期に軽減し、

又は回復することができるよう、関係機関等と連携し、及び医療費の助成その他

必要な施策を行うものとする。 

（市内に住所を有しない犯罪等による被害者への支援） 

第１４条 市は、市内に住所を有しない者が市内で発生した犯罪等により害を被った場合

には、その者が住所を有する地方公共団体と連携し、及び協力して必要な情報の提

供及び助言を行うものとする。 

（民間支援団体等に対する支援） 

第１５条 市は、犯罪被害者等の支援において民間支援団体が果たす役割の重要性に鑑み、

その活動の促進を図るため、情報の提供その他必要な支援を行うものとする。 

（総合的支援体制の整備） 

第１６条 市は、関係機関等と連携し、及び協力して，犯罪被害者等の支援を円滑に行う

ことができるよう，総合的な支援体制を整備するものとする。 

（人材の育成） 

第１７条 市は、犯罪被害者等の支援の充実を図るため、相談、助言その他の犯罪被害者

等の支援を行う人材を育成するための研修等必要な施策を講ずるものとする。 

（広報及び啓発） 



第１８条 市は、犯罪被害者等が地域社会で孤立しないようにするため、犯罪被害者等が

置かれている状況並びに二次被害及び再被害の防止の重要性について市民等の

理解を深めるよう、啓発活動その他必要な措置を講ずるものとする。 

（犯罪被害者等の支援を行わない場合） 

第１９条 市は、犯罪被害者等が犯罪等を誘発したときその他犯罪被害者等の支援を行う

ことが社会通念上適切でないと認められるときは、犯罪被害者等の支援を行わない

ことができる。 

（意見の反映等） 

第２０条 市は、本市が実施する犯罪被害者等支援施策について、犯罪被害者等、有識者

及び市民からの意見を反映するよう努めるものとする。 

 

附則 １ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

２ 市は、この条例の施行後２年を目途として、被害の実情、支援の実情等を勘案

し、施策のあり方について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に

基づいて条例の見直しを行うものとする。 


